
Ⅰ－７　契約不履行による損害賠償責任Ⅱ
2011/7/7
文責：牧角、河野、阿部

Ｘは、1996年4月1日から、３歳になる女の子Ｇを甲市内にある私立保育所Ｙに預けることにし、平日の８時半から１７時半まで、月額３万円の保育料でＧを預ける旨の契約をした。Ｙでは、昼食について、特に希望しないものを除き、1日２００円で給食を提供することにしており、Ｘも、他の大半の保護者と共に、給食を受ける旨を申し込んだ。Ｙでは、かつては独自に調理師を雇って給食を提供していたが、経費削減のため、保護者会の了承を得て、２年前から給食業者Ｚに給食業務を委託していた。具体的には、毎月ＺがＹの希望を聞いて献立表を作成し、毎日Zがその日の食材を搬入したうえで、Ｚから派遣された調理師ＡＢＣがＹの給食室で約１００人分の給食を調理し、Ｙの給食担当保母Ｈの指示に従い、配膳を行っていた。

1996年７月12日頃から、甲市内の保育所及び小学校の園児・児童の間でＯ－１５７を原因とする多数の食中毒患者が発生し、Ｇも同日から罹患し、１ヶ月間入院治療したにもかかわらず、同年８月１２日にＨＵＢ（溶血性尿毒症症候群）により死亡した。

その後、この食中毒事件について政府による調査が行われ、同年９月２６日に発表された調査結果によると、被害者が発生した保育所・小学校はいずれもＺから給食の提供を受けていたこと、被害者は例外なく同年７月９日に提供された生野菜のサラダを摂取していたことが判明した。もっとも、Ｚによる食材の保管・搬送ならびに調理はいずれも必要な衛生基準を遵守していたため、Ｏ－１５７が付着したのは、サラダの材料である野菜が生産者ＰからＺに搬入される段階であったことが強く疑われるものの、正確な原因食材ならびに感染ルートはついに確定できないまま終わった。

Ｏ－１５７による集団食中毒は、同年５月末から他府県で何度か発生していたため、甲市でも同年６月中旬に、学校・保育所に対し「清潔（菌をつけない）、迅速（菌を増やさない）、加熱または冷却（菌を殺してしまう、増やさない）」という注意事項を徹底させるように呼びかけていた。当時の新聞報道によると、Ｏ－１５７は、とくに食肉類からの感染が多いが、実際にどのような食べ物に潜んでいるか良く分からず、対策は加熱処理や手洗いの励行等によるしかないとされていた。これを受けて、Ｙは、同年６月末に、Ｚに対して衛生対策に万全を期すよう申し入れ、Ｚも調理師ＡＢＣに対し、加熱方法並びに手洗い・消毒方法等を周知徹底していた。

（1） 以上の調査を受けて、１９９８年７月１日に、Ｘは、他の被害者たちとともに、Ｚに対し、Ｇの死亡による損害の賠償を求める訴えを提起した。

（2） その後、Ｚは、この事件の影響から経営難におちいり、２０００年３月１日になって倒産するにいたった。そこでＸはＹに対して、Ｇの死亡による損害の賠償を求めることにした。現在は２０００年４月１日である。

【設問】
（1） Ｘは、Ｚに対して、Ｇの死亡による損害の賠償を請求できるか。

(a) Xは、Ｚに対して、不法行為を理由として損害賠償を請求できるか。

(b) その他に、ＸがＺに対して損害賠償を請求する可能性はあるか。

（2） Ｘは、Ｙに対して、債務不履行を理由として損害賠償を請求できるか。

(a) Ｙには債務不履行があるといえるか。あるとすれば、それはどのようなものか。

（1） Ｙは、契約上どのような給付を行う債務を負うか。Ｙはその債務の履行を怠ったといえるか。

（2） その他、Ｙはどのような契約上の義務を負うと考えられるか。Ｙは、その履行を怠ったといえるか。

(b) かりにＹに債務不履行があるとして、Ｙは、自分には責めに帰すべき事由がないと主張できるか。

(c) かりにＹに債務不履行があるとして、Ｘはどれだけの損害の賠償を請求できるか。

	（１）Xは、Zに対して、Gの死亡による損害の賠償を請求できるか。

（a）Xは、Zに対して、不法行為を理由として損害の賠償を請求できるか。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文責：牧角 
	民法７０９条

　故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される利益を侵害した者は、これによって生じた損害を賠償する責任を負う。


・一般不法行為の要件

①故意・過失

②責任能力

③権利または法律上保護される利益の侵害

　　　　　　　➥権利として認められないものではあっても，何らかの法律上の保護が必　　　　

　　　　　　　　要と考えられる利益

④損害の発生

⑤因果関係

⑥違法性阻却事由のないこと

・損害賠償の範囲　

　→民法４１６条を不法行為の場合に類推適用（判例）　cf. 最判昭４８・６．７

・不法行為による損害賠償請求権の消滅時効

　→被害者またはその法定代理人が損害および加害者を知った時から３年、または不法行
為の時から２０年経過すれば消滅する（民法７２４条）

本問では、Zに過失があるかどうかが争点となる。そして、Zは結果的にはO－１５７感染の可能性がある生野菜のサラダの提供をしてしまった。しかし、Zは衛生管理には周知徹底をしており、また実際にO－１５７の正確な感染ルートも確定できていない。故に、故意過失の証明が事実上困難である。

　この点、判例は「過失推定」の理論をとり、過失が強く推定される場合には、それを完全に証明することができなくても過失であるということを認めた（O-157食中毒訴訟 平１１・９・２６）。ただ、実際には、過失を証明できずに敗訴するケースも多い。
*過失推定理論が適用された他の判例

　・医療過誤事件（最判昭３２・５・１０）

　・誤認逮捕事件（東京地判昭２７・１０・８）

　・水俣病公害事件（熊本地判昭４８・３・２０）
あてはめ

　本問において、Zは給食の提供に際し、食材の保管・搬送・ならびに調理において必要な衛生基準を遵守していただけでなく、他者にも加熱方法ならびに手洗い・消毒方法を徹底するように呼びかけていた。しかし、学校給食を食べる児童にはこれを食べない自由が事実上なく、児童の抵抗力の弱さを考えれば、食中毒を原因とした事故の発生には給食提供者の過失が強く推定される。また、他府県でO-157による集団食中毒が発生していたのにも関わらず、生野菜サラダの提供をしてしまったことが事故発生の原因と考えられること、献立を生野菜サラダから加熱調理に切り替えれば事故を防げた可能性が極めて高いことを考えれば、Zに対する過失の推定は覆らないと考えられる。

　さらに、Zに過失があるだけでなく、他の不法行為を主張するために必要な要件も全て満たす。　

　よって、Xは、Zに対して、不法行為を理由として損害の賠償を請求することができる。

	（b）そのほかに、XがZに対して損害賠償を請求する可能性はあるか。


XはZに対して、以下の方法で損害賠償請求する可能性があると考えられる。

①債務不履行（不完全履行）による損害賠償請求

②製造物責任による損害賠償請求

①債務不履行（不完全履行）による損害賠償請求
	民法４１５条

　債務者がその債務の本旨に従った履行をしないときは、債権者は、これによって生じた損害の賠償を請求することができる。債務者の責めに帰すべき事由によって履行をすることができなくなったときも、同様とする


ここでも、債務者の帰責性（故意・過失）を要件としているのであるが、(a)でZには過失があることが証明された。

あてはめ
　本問において、Zが提供した生野菜のサラダは、児童のもとに提供された時点でO-157に感染しており、Zの債務の履行は不完全であったと言える。そして、汚染された生野菜のサラダを口にしたことによって女の子Gは死亡してしまったことから、Zには違法性もあると言える。さらに、(a)より、Zによる生野菜サラダの提供には過失があるといえるので、Zには帰責事由が存在する。以上より、Zの履行は不完全履行に必要な要件を満たす。

　したがって、XはZに対して債務不履行による損害賠償請求をすることができる。

②製造物責任法による損害賠償請求

	製造物責任法３条

　製造業者等は、その製造、加工、輸入又は前条第三項第二号若しくは第三号の氏名等の表示をした製造物であって、その引き渡したものの欠陥により他人の生命、身体又は財産を侵害したときは、これによって生じた損害を賠償する責めに任ずる。ただし、その損害が当該製造物についてのみ生じたときは、この限りでない。
同２条２項

　この法律において「欠陥」とは、当該製造物の特性、その通常予見される使用形態、その製造業者等が当該製造物を引き渡した時期その他の当該製造物に係る事情を考慮して、当該製造物が通常有すべき安全性を欠いていることをいう。


製造物責任法では、不法行為とは違って過失を要件とせず、製造物に欠陥があったことを要件とすることにより、損害賠償責任を追及することができる。

　　　　　　　　　Cf. 異物混入ジュース喉頭部負傷事件（名古屋地判平１１・６・３０）

あてはめ
　給食業者Ｚは、Ｙから給食業務について委託をされており、業として継続して学校給食を製造し、児童たちに学校給食を提供し引き渡していた。このことから、Ｚが提供した学校給食には製造物責任法が適用される。

　Ｚならびに調理師ＡＢＣが製造加工した生野菜のサラダは、死亡したＧを含む児童らに提供された時点ですでにO-157に感染していた。この時期、他府県でO-157による集団食中毒が発生していたのだから、生野菜の提供に危険が潜んでいることは十分に予測することができ、提供された生野菜サラダは通常有すべき安全性を欠いていたと言える。そして、その欠陥がある生野菜サラダを口にしたことによって女の子Ｇは命を落としたのであるから、Ｚには損害を賠償する責任がある。

　したがって、ＸはＺに対して、製造物責任法による損害賠償請求をすることができる。
(2)XはYに対して債務不履行を理由として損害賠償を請求できるか。

	(a )Yには債務不履行があるといえるか。あるとすれば、それはどのようなものか。

(1) Yは、契約上どのような給付をおこなう債務を負うか。Ｙは、その債務の履行を怠ったといえるか。


文責　河野
債務不履行は①履行遅滞、②履行不能③、不完全履行に類型化される。

<不完全履行>

債務の履行が外形上は履行されていながら、それが債務の本旨に従ったものではない不完全な場合をいう。

要件
①債務の履行が行われたこと。

②その履行が不完全なこと。

③債務者に帰責事由があること。

④違法性が認められること。

	★415条(債務不履行による損害賠償)
債務者がその債務の本旨に従った履行をしないときは、債務者は、それによって生じた損害の賠償を請求することができる。債務者の責めに帰すべき事由によって履行をすることができなくなったときも、同様とする。


415条後段の債務不能についてのみ「責めに帰すべき事由」があることを要求しているが、伝統的に通説・判例は、過失責任主義という民法の基本原則から、履行遅滞にも不完全履行にも債務者の帰責事由が共通の要件になる。つまり、債務不履行に基づく損害賠償請求権の要件は、①債務の本旨に従った履行がされないこと②債務者の責めに帰すべき事由が求められる。
あてはめ

保育所YはXと、１９９６年4月1日から月額３万円で3歳になる女の子Gを預かり、一日２００円で給食を提供する旨の契約を結んでいる。本件で、YはGを平日8時半～17時半まで預かり、昼食には給食を提供するという給付は果たしている。よってYは本来の債務の提供はしており、この点における債務の不履行はないと考えられる。

	(1) そのほか、Ｙはどのような契約上の義務を負うと考えられるか。Ｙはその履行を怠ったといえるか


このＸとＹ間の契約は、学校教育法からみると在学契約が生じていると推定される。

(大阪地堺支判平11.9.10の判例は、０－１５７感染症で死亡した女子が通学していた小学校に、学校経営者の国家賠償責任が認めている。)

しかしながら、学校教育法1条による対象の範囲には、幼稚園は含まれるが、保育所には規定がない。

★学校教育法第1条【学校の範囲】

この法律で、学校とは、幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校とする。
したがって、保育所に関しては学校教育法ではなく、児童契約法が適応されるため、在学契約ではなく、委託契約となる。しかし、平成１８年6月15日に特別法「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律」の制定により、認定こども園の認可を得た保育所は、保育所でも学校教育法に基づく教育を受けられることになった。
つまり、ＸとＹ間の契約は、Ｙが認定子ども園であれば在学契約、子ども園の認定をうけていないなら委託契約になる。

　　ここでは、Ｙが認定子ども園であるとし、在学契約が推定されるとする。

この契約に関する義務として、信義則上の義務が存在すると考えられる。

信義則上の義務

・付随義務

給付義務の履行に際しては、債権者はその本旨に適って給付を実現することが求められる。給付義務に付随して生じるため付随義務と呼ばれる。例えば、引渡しのために細心の注意を払うべき義務、使用に際しての説明を提供する義務などである。

・保護義務

給付の実現とは別個に、契約関係に入った当事者は相手方の生命・身体・所有権・財産的利益を侵害しないように注意する信義則上の義務を負う。例えば、食品の売主が買主に安全な製品の供給をする義務などがあたる。不完全な給付によって相手方の保護利益を害した場合には（拡大損害）、保護義務違反に基づく契約責任の追及が可能である。

保護義務違反を理由とする契約責任を構成すると、消滅時効は１０年になり（１６７条）、また帰責事由の立証責任を債務者が負う点で、不法行為責任を問う場合より債権者が有利になる面がある。

・安全配慮義務

契約を契機とする特別な社会的接触関係に入った当事者間において、当事者の一方または双方が相手方に対して信義則上負う義務である。

最判昭和50．2．25（自衛隊員轢死事件）で唱えられたこの安全配慮義務は、雇用関係の単なる付随義務だけではなく、請負契約・学校事故・医療事故などの場合においても認められる。過失の存否の立証責任・消滅時効の点で債権者に有利である。

あてはめ
　Ｘは月額3万円の保育料を払い、平日の8時半から17時半まで月額3万円の保育料でＧを預け、1日200円で給食を受ける旨の契約から、これは在学契約と推定される。この点、(ア）であてはめた通り、Yは本来の給付自体は履行している。
しかし、Yはこの契約に基づいて、契約上に付随する義務として、Gの保育・教育活動中における生命身体の安全に配慮すべき義務を負っていたと考えられる。つまり本件において重要なのは、その給付が不完全であることである。提供した給食にO-157が混入しており、それが原因でGが死亡してしまったことに、Yに帰責事由があれば、安全配慮義務に基づき債務不履行の損害賠償を請求することができる。

Yに帰責事由として、Zが作成した献立表はYの希望に基づくものであったこと、O－１５７が流行していた当時の状況において、YはZにサラダなどの生ものはメニューから外し、全て加熱メニューに切り替えるよう指示する注意義務があったはずであること、また、加熱調理に切り替えていれば、除菌できた蓋然性が極めて高いこと、Gを含めた幼児側には給食を食べないという選択肢が事実上なく、さらに給食を摂取した幼児は抵抗力の弱い若年者であることが挙げられる。このことから、Ｏ－157の感染ルートが特定されなかったとしても、Ｙに帰責事由があることを覆すことはできない。よって、Ｙのこれらの帰責事由により、在学契約に付随してＧを危険から保護する安全配慮義務に違反したとして、債務不履行の損害賠償を請求することができる。
(b)かりにYに債務不履行があるとして、Yは、自分には責めに帰すべき事由がないと主張できるか。
文責：阿部

　本問において、Y自身に帰責事由があるか、履行補助者であるZの債務不履行についてYの責めに帰すべき事由があるかが問題となる。
債務者は履行補助者の故意・過失についても債務不履行についても責任を負うか？
この点において通説・判例は「責任を負う」としている。
　
民法は自己責任の原則があり、基本的に債務者には本人以外の責任はない。しかし、債務者は履行補助者を使うことにより利益を得ている。したがって履行補助者の故意・過失は債務者の故意・過失と信義則上（１条２項）同視すべきである。
＊履行補助者とは、債務者の使用人・従業員など債務者が直接指示して債務の履行をさせる者である。
　　あてはめ
本問において、まずYの帰責性について考えてみると、私立保育所Yは給食業務を給食業者Zに委託している。さらに、YはZに対して衛生対策に万全を期すように申し入れている。このことから、Y自身に故意・過失はなく、Yに直接的な帰責性はない。
次に給食業者Zの帰責性について。ZはYからの申し入れを受けて、加熱方法ならびに手洗い・消毒方法を調理師ABCに対して周知徹底しており、食材の保管・搬送ならびに調理はいずれも必要な衛生基準を遵守している。しかし、実際加熱をされていない生野菜のサラダを提供したという点に関して、0-157の病原菌が付着している可能性があったにもかかわらず、生野菜の提供を決めたZには過失があると考えられる。
加えて、保育所とはいえ、教育上児童に食べ物を残さず食べることを強制している給食において食中毒などが起こらないように最新の注意を払い、児童の生命身体が害されることを未然に防止するために万全の措置を講ずべき義務があったと考えられる。
　
　以上のことから、履行補助者の故意・過失について、債務者は常に責任を負い、帰責事由が無いと主張する余地は無いため、私立保育所Yは、自分には責めに帰すべき事由がないと主張できないと解する。
	（C）かりにYに債務不履行があるとして、Xは、どれだけの損害の賠償を請求できるか。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
本問では債務不履行によって生じる損害の賠償の範囲が問題となる。
1， 損害の種類
（１）財産的損害・非財産的損害
　　　　
「財産的損害」とは債権者の財産上に生じた不利益をいい、この中には生命・身体上の不利益も入る
「非財産的損害」とはいわゆる「慰謝料」のこと。債権者に生じた精神的苦痛のことをいう。債務不履行の場合には、不法行為法とは違い、７１０条のような規定がないが、慰謝料の賠償が認められている。
（２）積極的損害・消極的損害
　　　＝上記の「財産的損害」を、現在的損失と将来的損失とに分けたもの。
　　　「積極的損害」既存財産の減少をいう。
これには医療関係費や弁護士費用が該当する。
「消極的損害」債務不履行がなかったならば得られたであろう利益の損失。
これには逸失利益が該当する。
（３）履行利益・信頼利益
「（契約が有効である事を前提に）債務が履行される事で受ける利益」＝「履行利益」＝「積極的契約利益」

「契約が無効（結果的に効力が無い）なのに有効と信用した事によって蒙った損害」＝「信頼利益」＝「消極的契約利益」
２，４１６条の意義
	第４１６条
1項 債務の不履行に対する損害賠償の請求は、これによって通常生ずべき損害の賠償をさせることをその目的とする。
2項 特別の事情によって生じた損害であっても、当事者がその事情を予見し、又は予見することができたときは、債権者は、その賠償を請求することができる。


債務不履行により生じる損害は、無限に拡大する可能性があるため、どの範囲まで認めるのが妥当かというのが問題となる。これについて、４１６条は、相当因果関係の範囲内の損害を認めるものと解されている（相当因果関係説、判例）すなわち、損害賠償の範囲を無限に広げていくと、債務者に酷な結果になってしまうため、社会通念上相当と考えられる範囲内の損害の賠償に限定しようということである。
相当因果関係説によれば、４１６条が規定する損害賠償の範囲は、この相当因果関係の範囲内ということになる。すなわち、４１６条１項は、相当因果関係の原則により、「通常生じうる損害」までが賠償の対象になるということを規定している。これに対して、同条２項は、債務不履行と相当因果関係にある損害を確定する際に、その損害の基礎事情として、通常事情のほかに、「予見可能な特別事情」までを考慮して良いという規定である。
３，損害賠償額を減額する制度
　このような損害賠償に対して当事者間の衡平を実現するために減額して利益調整を行う制度が２つ存在する。
（1） 過失相殺
　
　
	４１８条　債務の不履行に関して債権者に過失があったときは、裁判所は、これを考慮して、損害賠償の責任及びその額を定める。


　
これは、損害賠償制度というものはそもそも当事者間の公平を図るための物であるところ、その公平という趣旨から考えて、債権者側にも過失があった場合には、そこで生じた損害を全額債務者の負債と認めてしまうのは不公平なのではないか、という観点から認められた制度である。
（２）損益相殺
　債務不履行によって債権者が損害と同時に利益をも得た場合に、その利益分を賠償額から控除すべきという原則で、名文の規定はないが解釈上認められている。
　　
４、損害の金銭的評価
１ 金銭賠償の原則
・ 賠償の方法は金銭賠償が原則である（民法　４１７条）

→ 損害の金銭的評価が必要となる。
（１）人的損害の場合

個別損害項目積み上げ方式

・ 交通事故などの一般的なケースでは、裁判実務上、以下のような損害項目を列挙

し、項目ごとに金額を算定し、合算する手法が採用されている。

①積極損害

・被害者が支出した治療費、入院費、看護費、通院交通費などの諸費用。

・近親者の見舞いのための交通費など

・葬儀費用（死亡の場合）。
・弁護士費用（ただし、通常の民事事件では認められていない）。
② 消極損害
・休業損害（通院・入院によって得られなくなった収入）
・後遺障害による逸失利益（後遺障害のため労働能力を喪失し、得られなくなった収入を算定する）
・死亡による逸失利益（被害者が天寿をまっとうしたなら得られたであろう利益を算定する）
③ 精神的損害（慰謝料）
④死亡による逸失利益の算定
・ 就労可能な年齢までに得られたであろう収入を積算し、中間利息を控除する。
・ 死亡の場合には、本人の生活費を控除することになる。
当てはめ
　
では本問においてかりにYに債務不履行がある場合、Xはどれだけの損害の賠償を請求できるだろうか。
　GはYの過失によりO-157に汚染された学校給食を食べた結果、O-157にかかったのであるから、これは「債務の不履行によって通常生ずべき損害」（416条1項）に該当すると考えられる。
　
１，積極的損害としてGの1ヶ月分の治療費、入院費、付添看護費、そして遺族Xに関してはGの3歳という年齢から、付添費、見舞いのための交通費、さらにGは死亡しているため、葬儀関係費用もこれに該当する。
２，消極的損害は、G本人に関しては3歳であって就労していないため通院・入院によって得られなくなった収入はないが、Gの死亡に対する逸失利益として就労可能な期間を18～67歳までの49年間として、（Xが大学まで進学させたいと考えていれば大学卒業後の22～67歳までの45年間）中間利息・生活費を控除した金額を請求することができる。Gがどれだけの収入を得ることができたかは未知数なため、女性の平均年収を基準に割り出すべきである。
　３，精神的損害（慰謝料）は、G本人に関して、激しい腹痛、下痢、嘔吐など多大な精神的苦痛を受けた、障害に関して慰謝料に加え、本来安全であるべき給食を何の疑問も抱かずに食した結果死亡し、その人生が奪われたこと、重篤な病気を患い苦しみながら死んでいったことに関する慰謝料が存在すると考えられる。
また遺族Xに関しては、近親者の慰謝料請求権について定める711条により、一人娘を奪われたことによる精神的苦痛に相当する慰謝料が請求できる。
　　被害者自身が賠償請求権を取得し、それが相続人に了承されるという考え方に立ち、遺族Xらは、Gの死亡に伴い、G本人の損害賠償請求権の二分の一ずつを相続により承継すると考えられる。
　この損害によりYらが共済給付金などから金銭を受給するようなことがあれば、損益相殺によりXらの損害賠償請求額からその分の額を控除されるということになる。
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